
食品産業特定技能協議会及び食品産業育成就労協議会 
第１回合同運営委員会 

 
議事次第 

 

日時：令和８年６月30日（火） 

14：00～15：30     

場所：食産部第4、5、6会議室 

 

１ 開会 

 

２ 挨拶 

 

３ 議事 

（１）食品産業育成就労協議会の設置について 

（２）行動規範の制定について 

（３）育成・キャリア形成プログラムの制定について 

（４）その他 

 

４ 意見交換 

 

５ 閉会 



食品産業育成就労協議会の設置について

○育成就労外国人を受け入れようとする事業者は、育成就労産業分野に係る分野別協議会に加入すること
が必要（育成就労法施行規則第13条第２項第４号）。

○このため、特定技能制度と同様、飲食料品製造業分野及び外食業分野の受入れ事業者及びその業界団体
等を構成員とする食品産業育成就労協議会を設立することとする。

○協議会においては、構成員の連携の緊密化を図り、各地域の事業者が必要な育成就労外国人を受け入れ
られるよう、制度の趣旨や優良事例の周知、法令遵守の啓発等を行う。

資料１－１

食品産業育成就労協議会

農林水産省 育成就労実施者 外国人育成就労機構 業界団体 学識経験者 関係省庁

〇育成就労外国人の受入れに係る制度の趣旨や優良事例の周知
〇育成就労実施者等に対する法令遵守の啓発
〇就業構造の変化や経済情勢の変化に関する情報の把握・分析
〇地域別の人手不足の状況の把握・分析
〇人手不足の状況等を踏まえた大都市圏等への集中回避に係る対応策の検討・調整   
〇受入れの円滑かつ適正な実施のために必要なその他の情報・課題等の共有・協議等
〇１年を超える転籍制限期間を設定した育成就労実施者が遵守すべき昇給率の設定・公表 等

活動内容

法務省、外務省、厚生労働省、
警察庁、観光庁



食品産業育成就労協議会の運営体制について

水産加工分科会

運営委員会

・運営委員会の議事は、運営委員の出席者の過半数
で議決
・会長は、大臣官房総括審議官（新事業・食品産業）
・庶務は、新事業・食品産業部新事業・国際グループ

・部会の議事は、部会委員の出席者の過半数で議決
・部会長は、大臣官房新事業・食品産業部長
・庶務は、新事業・食品産業部食品製造課

・部会の議事は、部会委員の出席者の過半数で議決
・部会長は、大臣官房新事業・食品産業部長
・庶務は、新事業・食品産業部外食・食文化課

・分科会の議事は、分科会委員の出席者の過半数で
議決
・分科会長は、水産庁漁政部長
・庶務は、水産庁加工流通課

資
料
２
－
２

対象旅館等分科会
・分科会の議事は、分科会委員の出席者の過半数で
議決
・分科会長は、大臣官房新事業・食品産業部長
・庶務は、新事業・食品産業部外食・食文化課

外食業部会

飲食料品製造業部会
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食品産業育成就労協議会規約（案） 

 

令和８年 月 日 

 運営委員会決定 

（名称） 

第１条 外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する

法律施行規則の規定に基づき飲食料品製造業分野に特有の事情に鑑みて

告示で定める基準（令和８年４月 30 日付け農林水産省告示第 649 号）第

２条第１号に規定する「飲食料品製造業分野に係る分野別協議会」及び外

国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する法律施

行規則の規定に基づき外食業分野に特有の事情に鑑みて告示で定める基

準（令和８年４月 15 日付け農林水産省告示第 574 号）第４号に規定する

「外食業分野に係る分野別協議会」の名称は、食品産業育成就労協議会（以

下「協議会」という。）とする。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、その構成員が相互の連絡を図ることにより、育成就労の

適正な実施及び育成就労外国人の保護に有用な情報を共有し、その構成員

の連携の緊密化を図るとともに、飲食料品製造業分野及び外食業分野の実

情を踏まえた育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に資する

取組について協議を行い、必要な措置を講じることを目的とする。 

 

（活動内容） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。 

一 育成就労外国人の受入れに係る制度の趣旨や優良事例の周知 

二 育成就労外国人の受入れに係る人権上の問題等への対応策の検討 

三 育成就労実施者等に対する法令遵守の啓発 

四 育成就労実施者の倒産時等における育成就労外国人に対する転籍支援 

（育成就労実施者が育成就労を実施できない場合における情報提供等

の必要な協力） 

五 就業構造の変化や経済情勢の変化に関する情報の把握・分析 

六 地域別の人手不足の状況の把握・分析 

七 前号を踏まえた育成就労外国人が大都市圏等へ集中することの回避に

係る対応策の検討・調整（看過しがたい偏在が生じた場合の協議会によ

る大都市圏での新たな育成就労外国人の受入れの自粛要請、大都市圏の

育成就労実施者による地方で就労している育成就労外国人の引抜きの自

資料１－２  
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粛要請等を含む。） 

八 育成就労実施者に対する構成員であることの証明 

九 １年を超える転籍制限期間を設定した育成就労実施者が遵守すべき昇

給率の設定・公表 

十 育成就労外国人及び育成就労実施者に対する、公租公課の納入に係る

啓発 

十一 その他受入れの円滑かつ適正な実施のために必要な情報、課題等の

共有・協議等 

 

（構成員） 

第４条 協議会は、次に掲げる構成員をもって組織する。 

一 育成就労実施者（育成就労外国人の雇用を予定している者を含む。） 

二 飲食料品製造業者団体 

三 外食業者団体 

四 宿泊業者団体 

五 食品産業に関係する団体（第三号及び第四号に掲げるものを除く。） 

六 外国人育成就労機構（設立前にあっては外国人技能実習機構） 

七 出入国在留管理庁 

八 外務省 

九 厚生労働省 

十 警察庁 

十一 観光庁 

十二 農林水産省 

十三 学識経験者 

十四 その他協議会が必要と認める者 

２ 前項第一号に掲げる構成員は、育成就労外国人の円滑かつ適正な受入れ

の実現に向けた行動規範を遵守する旨の誓約書（別紙様式）を協議会に提

出する。 

３ 新たに構成員となろうとする者は、次条に規定する会長の承認を得て構

成員となる。 

４ 農林水産省は構成員の名簿を農林水産省ホームページにおいて公表でき

るものとする。 

 

（会長） 

第５条 協議会に会長を置く。 

２ 会長は、農林水産省大臣官房総括審議官とする。  
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３ 会長は、協議会を代表し運営を統括する。 

４ 会長は、副会長を指名し、副会長のうち１名を会長代行に指名すること

ができる。 

 

（副会長） 

第６条 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代行

する。 

 

（運営委員会） 

第７条 協議会の円滑な業務執行を図るため、協議会に運営委員会を置く。 

２ 運営委員会は、第３条に掲げる活動及び運営上の重要事項（次条に掲げ

る部会で議決される事項を除く。）を議決する。 

３ 運営委員会は、原則として概ね３ヶ月に１回開催する。 

４ 運営委員会は、第４条第１項に掲げる者のうち、会長が指名する者（以下

「運営委員」という。）をもって構成し、協議会が定める事項について審議

し、及び決定する。 

５ 運営委員会は、会長が招集し、及びその議長となる。 

６ 運営委員会は、運営委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことが

できない。 

７ 運営委員会の議事は、運営委員の出席者の過半数をもって決し、可否同

数のときは、会長の決するところによる。 

８ 会長は、必要に応じて、運営委員会の会議の議事に関係のある者の出席

を求め、その意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることがで

きる。 

９ やむを得ない理由のため、運営委員会の会議に出席できない運営委員は、

あらかじめ書面で表決し、又は他の出席する運営委員を代理人として表決

を委任することができる。この場合において、第６項及び第７項の規定の

適用については、その運営委員は出席したものとみなす。 

10 会長は、運営委員会を招集する暇のない場合及び議事が軽易である場合

は、運営委員会の会議に付議すべき事案を記載した書面を運営委員に回付

し、その賛否を問うことにより運営委員会の会議に代えることができる。 

 

（部会） 

第８条 協議会に、次の表の左欄に掲げる部会を置き、これらの部会の所掌

事務は、同表の中欄に掲げるとおりとする。また、部会に部会長を置き、

当該部会長は同表の右欄に掲げる者とする。 
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名称 所掌事務 部会長 

飲 食 料 品 製 造 業

部会 

１ 第３条に規定する活動のうち、専ら飲食

料品製造業に係る事項に関する各種活動  

２ １の活動で得られた事実、決定事項につ

いての協議会への上申 

大 臣 官 房 新 事 

業・食品産業部

長 

外食業部会 １ 第３条に規定する活動のうち、専ら外食

業に係る事項に関する各種活動  

２ １の活動で得られた事実、決定事項につ

いての協議会への上申 

大 臣 官 房 新 事 

業・食品産業部

長 

２ 前項の表に掲げる部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

３ 部会長は当該部会の事務を掌理する。 

４ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員のうちから部会長が

あらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

５ 部会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

６ 部会の議事は、部会の委員の出席者の過半数をもって決し、可否同数の

ときは部会長の決するところによる。 

７ 運営委員会は、部会の議決をもって運営委員会の議決とすることができ

る。ただし、部会の議決に関し他の部会との調整を要するときなど運営委

員会において審議すべきものであるときは、この限りではない。 

８ 部会の議決内容は、運営委員会に報告を行うこととする。 

 

（分科会） 

第９条 飲食料品製造業部会に、次の表の左欄に掲げる水産加工分科会を、

外食業部会に、次の表の左欄に掲げる対象旅館等分科会を置く。これらの

分科会の所掌事務は、同表の中欄に掲げるとおりとする。また、各分科会

に分科会長を置き、当該分科会長は同表の右欄に掲げる者とする。 

名称 所掌事務 分科会長 

水産加工分科会 １ 前条の表に規定する飲食料品製造業部会の活動の

うち、水産加工業特有の事情を勘案した地方の水産

加工業から大都市にある他の水産加工業への移動

を防ぐための各種活動 

２ １の活動で得られた事実に基づく、改善に関する

飲食料品製造業部会への上申  

水産庁 

漁政部長 

対象旅館等分科

会 

１ 前条の表に規定する外食業部会の活動のうち、風

俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和 23 年法律第 122 号）第２条第３項に規定す

る接待を防ぐための以下の活動  

①  宿泊業界の接待防止マニュアルの作成  

②  育成就労実施者への各種法令及び誓約内容遵守

の周知 

③   法令・誓約書等に違反した場合の対応等  

２ １の活動で得られた事実に基づく、改善・除名に

関する外食業部会への上申  

大臣官房

新事業・

食品産業

部長 
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２ 前項の表に掲げる分科会に属すべき委員は、部会長が指名する。 

３ 分科会長は当該分科会の事務を掌理する。 

４ 分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委員のうちから分科

会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

５ 分科会の議事は、分科会の委員の出席者の過半数をもって決し、可否同

数のときは、分科会長の決するところによる。 

６ 部会は、部会長が認める場合には、分科会の議決をもって部会の議決と

することができる。 

７ 第１項に掲げる分科会の他、部会は必要に応じて分科会を置くことがで

きる。 

 

（事務局） 

第 10 条 協議会の事務は、農林水産省大臣官房新事業・食品産業部食品製造

課、同部食品流通課、同部外食・食文化課、同省畜産局食肉鶏卵課及び水

産庁漁政部加工流通課の協力を得て、農林水産省大臣官房新事業・食品産

業部新事業・食品産業政策課が行う。 

２ 事務局は、概ね３ヶ月に１回書面又はメール等により、会員に対して協

議会の運営に係る事項等を報告する。 

３ 飲食料品製造業部会の事務は、農林水産省大臣官房新事業・食品産業部

食品流通課の協力を得て、農林水産省大臣官房新事業・食品産業部食品製

造課が、外食業部会及び対象旅館等分科会の事務は、同部外食・食文化課

が、それぞれ行うこととする。 

４ 水産加工分科会の事務は、水産庁漁政部加工流通課が行う。 

 

（議事の公開等） 

第 11 条 会議は、原則として非公開とするが、会議資料及び議事要旨は、原

則として公表する。 

 

（規約の変更等） 

第 12 条 本規約の変更は、運営委員会の議決により行うものとする。 

２ 本規約に定めるものほか、協議会の運営に必要な事項は、運営委員会が

定める。 
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(別紙様式) 

 

育成就労外国人の円滑かつ適正な受入れの実現に向けた 

行動規範に係る誓約書 

 

 

食品産業育成就労協議会会長殿 

 

 

記 

 

当社（事業所）は、貴協議会が定めた「育成就労外国人の円滑かつ適正な

受入れの実現に向けた行動規範」（以下「行動規範」という。）を確認し、そ

の内容を十分に理解しました。 

育成就労外国人を受け入れるに当たっては、行動規範に従い、記載事項を

遵守することを誓約いたします。 

万が一、行動規範に違反する行為を行ったことにより協議会から除名処分

を受けた場合には、当該処分を厳粛に受け止め、異議を申し立てることはあ

りません。 

 

 

作成日      年  月  日 

育成就労実施者 

（企業名）            

（事業所名）           

代表者 

（役職）             

（氏名）             

 

以上 
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食品産業育成就労協議会入会規程（案） 

 

令和８年 月 日 

 運営委員会決定 

 

食品産業育成就労協議会規約第 12 条の規定に基づき、食品産業育成就労

協議会入会規程を次のように定める。 

 

（入会基準） 

第１条   食品産業育成就労協議会（以下「協議会」という。）の構成員は、

協議会の設置の目的を理解し、食品産業育成就労協議会規約（以下「規約」

という。）を遵守するとともに、協議会に対し、必要な協力を行わなけれ

ばならない。 

２ 飲食料品製造業分野における育成就労外国人を受け入れようとする構

成員は、育成就労を行わせる事業所が、日本標準産業分類に掲げる産業の

うち、次のいずれかに掲げるものを主として行っているものでなければな

らない。 

一 中分類０９ 食料品製造業 

二 小分類１０１ 清涼飲料製造業 

三 小分類１０３ 茶・コーヒー製造業（清涼飲料を除く。） 

四 小分類１０４ 製氷業 

五 小分類５８３ 食肉小売業（食料品製造を行うものに限る。） 

六 細分類５６２１ 総合スーパーマーケット（食料品製造を行うものに

限る。） 

七 細分類５８１１ 食料品スーパーマーケット（食料品製造を行うもの

に限る。） 

八 細分類５８６１ 菓子小売業（製造小売） 

九 細分類５８６３ パン小売業（製造小売） 

十 細分類５８９６ 豆腐・かまぼこ等加工食品小売業（豆腐・かまぼこ

等加工食品の製造を行うものに限る。） 

３ 外食業分野における育成就労外国人を受け入れようとする構成員は、次

のいずれにも該当しているものでなければならない。 

一 次に掲げる営業所において育成就労外国人を業務に従事させないこ

ととしていること 

イ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法

律第 122 号。以下「風営法」という。）第２条第１項に規定する風俗営

資料１－３  
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業の営業所（旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）第３条第１項の許可

を受けた者が営む同法第２条第２項に規定する旅館・ホテル営業に係

る施設に設けられた営業所であって、風営法第３条第１項の許可（風

営法第２条第１項第１号に規定する風俗営業の種別に係るものに限

る。）を受けて営んでいる風俗営業に係るものを除く。） 

ロ 風営法第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業の営業所 

二 育成就労外国人に、接待（風営法第２条第３項に規定する接待をいう。）

を行わせないこととしていること 

 

（加入手続） 

第２条   飲食料品製造業分野又は外食業分野における育成就労実施者にな

ろうとする者は、協議会の構成員になるため、農林水産省のホームページ

内の申込みフォームに必要事項を記入し、協議会事務局に入会の申込みを

行うものとする。 

２ 前項において、入会の申込みを行う者の事業所が、日本標準産業分類に

掲げる産業のうち、主として総合スーパーマーケット（食料品製造を行う

ものに限る。）又は食料品ス―パーマーケット（食料品製造を行うものに

限る。）を行っている場合は、別紙１の誓約書を提出するものとする。 

３ 第１項において、入会の申込みを行う者が、旅館業法第３条第１項の許

可（旅館・ホテル営業の許可に限る。）を受けた者が営む同法第２条第２

項に規定する旅館・ホテル営業に係る施設に設けられた営業所であって、

風営法第３条第１項の許可（風営法第２条第１項第１号に規定する風俗営

業の種別に係るものに限る。）を受けて営んでいる風俗営業の営業所（以

下「対象旅館等」という。）である場合は、接待防止マニュアル及び別紙２

の誓約書を提出するものとする。 

４ 第１項において、入会の申込みを行う者が、水産加工業の業務区分で育

成就労外国人を受け入れる場合は、別紙３の１の誓約書を提出するものと

する。 

また、育成就労外国人と雇用契約を締結するに当たっては、別紙３の２

を参考に「水産加工業の業務区分における育成就労外国人の育成方針」及

び「同意書」を作成し、その内容について丁寧に説明した上で、同意書を

取り交わすものとする。 

５ 第１項において、入会の申込みを行う者が、１年を超える転籍制限期間

を設定する場合は、別紙４の誓約書を提出するものとする。 
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（資格確認） 

第３条   協議会事務局は、前条の申込みを受けた場合には、規約第４条第２

項に定める「育成就労外国人の円滑かつ適正な受入れの実現に向けた行動

規範を遵守する旨の誓約書」その他必要な書類の提出を受け、当該申込み

を行った者が協議会の構成員であることの要件を満たすことを確認する。

この場合において、協議会事務局は、構成員であることの要件を満たすこ

とを確認するために必要と認めるときは、当該申込みを行った者に対し、

必要な書類の提出を求めることができる。 

２ 協議会事務局は、協議会の構成員であることの要件を満たすことが確認

された場合には、規約第４条第３項の承認を得たものとして、当該申込み

を行った者が協議会の構成員であることの証明書（別紙５）を発行する。 

 

（証明書の再交付） 

第４条   第２条第１項の構成員は、証明書を失ったときは、証明書再交付申

請書（別紙６）を事務局へ送付する。 

２ 協議会事務局は、前項の再交付申請を行った者が協議会の構成員である

こと及び協議会の構成員であることの要件を満たすことを確認した場合

には、当該申請を行った者に対し、協議会の構成員であることの証明書（別

紙５）を再発行する。 

３ 前項において、協議会事務局は、構成員であることの要件を満たすこと

を確認するために必要と認めるときは、当該再交付申請を行った者に対し、

必要な書類の提出を求めることができる。 

 

（変更手続） 

第５条   第２条第１項の構成員は、第２条の入会の申込みに係る内容に変更

が生じた場合には、すみやかに変更届出書（別紙７）を事務局へ送付する。 

２ 前項の場合において、変更に係る事項が育成就労外国人の活動する事業

所の行う産業に係るものであって、変更後の産業が総合スーパーマーケッ

ト（食料品製造を行うものに限る。）又は食料品スーパーマーケット（食

料品製造を行うものに限る。）となる場合にあっては、当該活動を開始す

る前に、別紙１の誓約書を提出するものとする。 

３ 第１項の場合において、変更に係る事項が育成就労外国人の活動する事

業所に係るものであって、変更後の事業所が対象旅館等となる場合にあっ

ては、当該活動を開始する前に、接待防止マニュアル及び別紙２の誓約書

を提出するものとする。 

４ 第１項の場合において、変更に係る事項が飲食料品製造業分野における
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業務区分に係るものであって、変更後の業務区分が水産加工業となる場合

にあっては、当該業務区分により育成就労外国人を受け入れる前に別紙３

の１の誓約書を提出するものとする。 

また、育成就労外国人と雇用契約を締結するに当たっては、別紙３の２

を参考に「水産加工業の業務区分における育成就労外国人の育成方針」及

び「同意書」を作成し、その内容について丁寧に説明した上で、同意書を

取り交わすものとする。 

５ 第１項の場合において、変更に係る事項が育成就労外国人の転籍制限期

間に係るものであって、変更後の転籍制限期間が１年を超える場合にあっ

ては、当該変更後直ちに別紙５の誓約書を提出するものとする。 

 

（退会手続） 

第６条 第２条第１項の構成員は、飲食料品製造業分野又は外食業分野にお

ける育成就労実施者でなくなり、当該分野における育成就労外国人の受入

れ予定がない場合は、退会届出書（別紙８）を事務局へ送付するとともに、

証明書を破棄する。 

２ 第２条第１項の構成員が前条の変更届出を行わず、又は当該構成員と連

絡が取れない場合には、協議会事務局は、当該構成員が協議会を退会した

ものとみなすことができる。 

３ 前項において、協議会を退会したものとみなされた構成員が、前条の変

更届出を行い、又は連絡が取れる状況になったときは、協議会事務局は、

協議会の構成員としての地位を回復させることができる。 

４ 第１項及び第２項において、第２条第１項の構成員が退会した場合（退

会したとみなされた場合を含む。）及び前項において、協議会を退会した

ものとみなされた構成員が当該構成員としての地位を回復した場合は、協

議会事務局は、その旨を外国人育成就労機構に報告するものとする。 

 

（除名） 

第７条 協議会は、協議会の構成員である育成就労実施者が次の各号のいず

れかに該当するときは、当該構成員を除名することができる。 

一 各種法令、規約又は入会時の誓約内容に違反したとき 

二 協議会に対する協力を怠ったとき 

三 協議会の運営を妨げる行為又は協議会の信用を失わせると認められ

る行為をしたとき 

四 第１条の入会基準を満たさなくなったとき 

五 協議会において協議が整った事項に関する措置を講じなかったとき 
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２ 協議会は、除名を行った場合には、除名措置を行ったことを公表するも

のとする。 

３ 協議会は、除名されたことがある者からの入会の申込みについて、第３

条第２項の規定に関わらず、入会を認めないことができる。 

 

（報告） 

第８条 協議会は、構成員に対して除名措置を行ったときは、外国人育成就

労機構に報告するものとする。 

 

附 則 

本規程は、令和８年 月 日から施行する。 
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（別紙１）  

総合スーパーマーケット又は食料品スーパーマーケットにおける

育成就労外国人の従事する業務に関する誓約書  

 

食品産業育成就労協議会長殿  

 

育成就労実施者  

名称  

住所  

代表者  

 

 

記 

飲食料品製造業分野における育成就労外国人を受け入れるに当た

り、以下の事項について誓約します。  

 

 

【誓約事項】  

１ 育成就労外国人に対し、「飲食料品製造業分野における特定技能の

在留 資 格に 係 る 制度 の 運用 に 関 する 方 針及 び 育 成就 労 に係る

制度の運用に関する方針」第三４（１）及び「特定の分野に係る育

成就労制度運用要領－飲食料品製造業分野の基準について－」第１に定

める業務に従事させることとし、販売業務には従事させないこと。 

２  上記１の誓約事項に反することが確認された場合は、本入会規程

第７条の適用を受けるものと理解していること。  

 

年 月 日 

作成責任者        
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（別紙２） 

対象旅館等における育成就労外国人の受入れに関する誓約書 

 

食品産業育成就労協議会長殿 

 

育成就労実施者 

名称 

 住所 

代表者 

記 

外食業分野における育成就労外国人を受け入れるに当たり、以下の事項に

ついて誓約します。 

 

【誓約事項】 

１ 育成就労外国人に、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和 23年法律第 122 号。以下「風営法」という。）第２条第３項に規定す

る接待を行わせないこと。 

 

２ 育成就労外国人を受け入れる際は、接待を行わせないための必要な措置

として、次のいずれの措置も講ずること。 

① 育成就労外国人からの相談体制の整備を行うこと。 

② 当該育成就労外国人に対し、自らが作成するマニュアル（接待防止マ

ニュアル）により、風営法第２条第３項に規定する接待の防止に関する

説明を行うこと。 

 

３ 農林水産省が観光庁と連携して行う調査、指導その他の活動に対し、必

要な協力を行うこと。 

 

４ 上記１～３の誓約事項に反することが確認された場合は、本入会規程第

７条の適用を受けるものと理解していること。 

 

年 月 日 

作成責任者       
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（別紙３の１） 

水産加工業の業務区分における育成就労外国人の受入れ 

に関する誓約書 

 

食品産業育成就労協議会長殿 

 

 

育成就労実施者 

名称 

 住所 

代表者 

 

 

記 

 

水産加工業の業務区分において育成就労外国人を受け入れるに当たり、以

下の事項について誓約します。 

 

【誓約事項】 

１ 水産加工業業務区分で育成就労外国人を受け入れる際は、雇用契約の

締結時に「水産加工業の業務区分における育成就労外国人の育成方針」

及び「同意書」の内容について丁寧に説明し、同意を得ること。 

 

２ 上記１の誓約事項に反する（説明を十分に行わず、同意を得ないまま雇

用した）ことが確認された場合は、本入会規程第７条の適用を受けるもの

と理解していること。 

 

 

年 月 日 

作成責任者       
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（別紙３の２） 
 

水産加工業の業務区分における育成就労外国人の育成方針（参考例） 
 
 

 当社は、飲食料品製造業分野のうち水産加工業の業務区分における育成就労外国人
の受入れに当たり、下記の方針で当該区分の専門人材を育成します。  
 

記 
第１条  専門人材の育成について  

 水産加工業は、フードバリューチェーン上、生産と食品製造をつなぐ役割を担っ
ています。育成就労外国人の方には、今後、我が国の水産加工業において担い手と
して働き続けていただき、水産加工業の専門人材になっていただくため、専門的な
技術の修得を目指していただきます。  

第２条 採用後のキャリアパスについて  
 育成就労外国人として当社との雇用契約に基づく活動を行う際は、安全・衛生管
理に関する知識を深め、指導者の指示や自らの判断のもと、水産加工工程の作業に
おいて即戦力となれる技能を修得していただきます。  
なお、１号特定技能外国人として就労する際は、指導者の指示を理解し、又は自

らの判断により、水産加工工程の作業に従事する業務を行っていただくこととなり
ます。 
おって、２号特定技能外国人として就労する際は、複数の技能者を指導しながら、

水産加工の作業に従事し、工程を管理する業務を行っていただくこととなります。 
第３条 待遇について 

当社では、水産加工業の専門人材を育成するため、水産加工育成就労評価試験（専
門級）及び技能検定３級（水産練り製品製造）に合格した方に対しては、技能修得
レベルに基づいた待遇となるよう努めることとしています。当該試験等の合格を目
指して業務に励んでいただくこととなります。  

 
育成就労実施者        
（住所）           
（氏名）     〇〇 〇〇 

 
---------------------------------------------------------------------------- 
 

同意書（参考例） 
 

育成就労実施者   
   〇〇 〇〇 殿 

 
私は、上記「水産加工業の業務区分における育成就労外国人の育成方針」及び下記

について説明を受け、その内容について理解した上で、貴社と雇用契約を締結するこ
とに同意します。 

 
転籍について 
 水産加工業の業務区分における育成就労外国人の方は、水産加工業の業務区分内で
あれば転籍は可能です。同じ飲食料品製造業分野でも、飲食料品製造業の業務区分へ
の転籍はできません。 

 
    年  月  日 

（自署）       

 



10 

 

（別紙４） 

育成就労外国人の昇給に関する誓約書 

 

食品産業育成就労協議会長殿 

 

育成就労実施者 

名称 

 住所 

代表者 

 

記 

 

育成就労外国人を受け入れるに当たり、以下の事項について誓約します。 

 

【誓約事項】 

１ 在籍する育成就労外国人の所定内賃金を、１年目から２年目にかけて、協

議会が設定・公表する昇給率以上の割合によって昇給させること。 

 

２ 農林水産省又は食品産業育成就労協議会（農林水産省又は食品産業育

成就労協議会から委託を受けた者を含む。）が行う賃金、給与等の調査、

指導その他の活動に対し、必要な協力を行うこと。 

 

３ 上記１及び２の誓約事項に反することが確認された場合は、本入会規程

第７条の適用を受けるものと理解していること。 

 

 

 

年 月 日 

作成責任者       
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（別紙５） 

 

年 月 日 

 

          殿 

 

 

食品産業育成就労協議会長 

 

 

 

食品産業育成就労協議会加入証明書 

 

入会申込みがあった食品産業育成就労協議会について、食品産業育成就

労協議会入会規程第３条の規定に基づき確認したので、下記のとおり証明

します。 

 

記 

 

１ 協議会構成員番号 

２ 協議会構成員の名称 

３ 住所 

４ 代表者 
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（別紙６） 

 

年 月 日 

 

食品産業育成就労協議会事務局 殿 

 

 

協議会構成員の名称 

代表者 

 

 

 

食品産業育成就労協議会証明書再交付申請書 

 

食品産業育成就労協議会入会規程第４条の規定に基づき、食品産業育成

就労協議会加入証明書の再交付を申請します。 

 

 

記 

 

１ 協議会構成員の名称 

２ 住所 
３ 代表者 
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（別紙７） 

 

年 月 日 

 

食品産業育成就労協議会事務局 殿 

 

 

協議会構成員の名称

住所 

代表者 

 

 

 

食品産業育成就労協議会変更届出書 

 

食品産業育成就労協議会入会規程第５条の規定に基づき、下記のとおり

申請します。 

 

記 

 

（変更内容） 

変更事項 変更後 変更前 変更が

生じた日 

変更事由 
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（別紙８） 

年 月 日 

 

食品産業育成就労協議会事務局 殿 

 

 

協議会構成員の名称 

代表者 

 

 

 

食品産業育成就労協議会退会届出書 

 

食品産業育成就労協議会入会規程第６条の規定に基づき、食品産業育成

就労協議会を退会しますので、食品産業育成就労協議会加入証明書（食品

産業育成就労協議会変更通知書）を添えて下記のとおり届出します。 

 

記 

 

１ 協 議 会 構 成 員 番 号 

２ 協議会構成員の名称 

３ 住所 

４ 代表者 

 

 

 

 



行動規範について

○政府の有識者会議（※）において、委員から「分野別協議会が、受入れ機関等の構成員へのチェック機能を
適切に果たせるように機能強化を図るべき」との意見が出されたことを受け、各分野別協議会において法
令遵守を含む遵守事項（行動規範等）を策定し、各構成員に遵守を求めることとされた。
（※特定技能制度及び育成就労制度の基本方針及び分野別運用方針に関する有識者会議）

○これを受けて、各分野別協議会では特定技能外国人及び育成就労外国人の円滑かつ適正な受入れの実現に
向けた行動規範を策定予定。飲食料品製造業分野及び外食業分野においては、両協議会の規約・入会規程
において、特定技能所属機関及び育成就労実施者に対し行動規範を遵守する旨の誓約書の提出を義務付け。

【特定技能・育成就労に共通の事項】
・出入国管理関係法令や労働関係法令等の遵守、人権尊重、適正な雇用環境の確保
・生産性向上や国内人材確保のための取組（処遇改善や安全衛生対策を含む）の推進
・飲食料品製造業・外食業の健全な発展や地域における共生社会の実現への貢献
・法令や社会生活上のルール等の遵守に向けた指導、相談対応及び助言の実施
・差別的な取扱いやハラスメントがない就労環境の確保
・特定技能外国人及び育成就労外国人の適切なキャリアアップへの支援

【育成就労に特有の事項】
・転籍制限期間１年を目指すための取組（人材育成上の懸念の解消等）への協力
・協議会が定める昇給率以上の割合での昇給の実施（転籍制限期間が１年の場合を除く）

行動規範の主な内容

資料２
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特定技能外国人の円滑かつ適正な受入れの実現に向けた行動規範（案） 

 

食品産業特定技能協議会 運営委員会決議 

 

本協議会は、規約及び入会規程並びに本行動規範の遵守を事業者団体、特定技能所属機

関及び登録支援機関に強く求めるとともに、これに違反する事業者団体、特定技能所属機

関及び登録支援機関に対しては、本協議会からの除名を含め厳正に対処し、もって本分野

における円滑かつ適正な外国人の受入れを実現する。 

 

１． 飲食料品製造業分野及び外食業分野における特定技能外国人の円滑かつ適正な受入

れを実現するため、当該分野の事業者団体、特定技能所属機関及び登録支援機関は、こ

こで定める行動規範を遵守する。 

 

２．事業者団体、特定技能所属機関及び登録支援機関は、特定技能外国人の受入れに当た

り、出入国管理関係法令、労働関係法令、社会保険関連法令等を遵守するとともに、特

定技能外国人の人権を尊重し、適正な雇用環境の確保を推進する。 

 

３．事業者団体及び特定技能所属機関は、特定技能制度の意義を理解し、特定技能外国人

受入れの前提として、生産性向上のための取組や国内人材の確保のための取組（処遇改

善や安全衛生対策を含む。）を推進する。 

 

４．事業者団体、特定技能所属機関及び登録支援機関は、特定技能外国人との相互理解を

深め、それぞれの文化や慣習を尊重し、飲食料品製造業及び外食業の健全な発展や、地

域における共生社会の実現に貢献する。 

 

５．事業者団体、特定技能所属機関及び登録支援機関は、悪質な仲介事業者（ブローカ

ー）及び反社会的勢力との関係遮断を徹底する。 

 

６．特定技能所属機関及び登録支援機関は、特定技能制度への理解を深め、特定技能外国

人が法令や社会生活上のルール等を遵守して本邦に在留できるよう指導、相談対応及び

助言を行う。この際、「やさしい日本語」を用いるなど、特定技能外国人と適切なコミ

ュニケーションを図るように努める。 

 

７．特定技能所属機関は、自ら納付すべき公租公課を適切に支払うとともに、特定技能外

国人が納付すべき公租公課を適切に支払うよう指導する。 

 

８．特定技能所属機関及び登録支援機関は、特定技能外国人が外国人であることを理由と



して差別的な取扱いを受けない就労環境を確保する。 

 

９．特定技能所属機関及び登録支援機関は、暴力、暴言、いじめ及びハラスメントがない

就労環境を確保する。 

 

10．特定技能所属機関は、特定技能外国人に対し、雇用期間や技能の習熟等に応じて昇給

を行うこと等により、技能と経験に見合った適切な処遇を確保する。 

 

11．特定技能所属機関及び登録支援機関は、労働安全衛生の重要性を理解し、文化及び言

語が異なる特定技能外国人の背景事情を踏まえた適切な労働安全衛生教育及び労働安全

衛生管理を行うことにより、労働災害の防止に努める。 

 

12．特定技能所属機関及び登録支援機関は、農林水産省が関係業界等と協働して策定する

育成・キャリア形成プログラムを参照し、技能修得や資格取得を促すなど、特定技能外

国人が適切にキャリアアップできるように努める。 

 

13. 特定技能所属機関及び登録支援機関は、特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地

域に過度に集中して就労することとならないようにするため、本協議会が行う取組に協

力する。 

 

14．特定技能所属機関は、本協議会の構成員資格に係る基準に適合しないこととなったと

きは、その旨を本協議会に報告する。 

 

15．事業者団体、特定技能所属機関及び登録支援機関は、規約若しくは入会規程又は本行

動規範に違反する事案を把握したときは、必要な措置を講じるとともに、当該事案につ

いて本協議会に報告する。 

 

16．事業者団体、特定技能所属機関及び登録支援機関は、食品産業特定技能協議会運営委

員会において協議が調った事項に関する措置を講ずる。 

 

17．事業者団体、特定技能所属機関及び登録支援機関は、食品産業特定技能協議会（食品産

業特定技能協議会から委託を受けた者を含む。）に対し、必要な協力を行う。 

 

18．事業者団体、特定技能所属機関及び登録支援機関は、飲食料品製造業分野及び外食業分

野における特定技能外国人の受入れに関し、農林水産省（農林水産省から委託を受けた

者を含む。）が行う調査、指導、情報の収集、意見の聴取その他の業務に対して必要な協

力を行う。 



育成就労外国人の円滑かつ適正な受入れの実現に向けた行動規範（案） 

 

食品産業育成就労協議会 運営委員会決議 

 

本協議会は、規約及び入会規程並びに本行動規範の遵守を事業者団体及び育成就労実施

者に強く求めるとともに、これに違反する事業者団体及び育成就労実施者に対しては、本

協議会からの除名を含め厳正に対処し、もって本分野における円滑かつ適正な外国人の受

入れを実現する。 

 

１． 飲食料品製造業分野及び外食業分野における育成就労外国人の円滑かつ適正な受入

れを実現するため、当該分野の事業者団体及び育成就労実施者は、ここで定める行動規

範を遵守する。 

 

２．事業者団体及び育成就労実施者は、育成就労外国人の受入れに当たり、育成就労関係

法令のほか、出入国管理関係法令、労働関係法令、社会保険関連法令等を遵守するとと

もに、育成就労外国人の人権を尊重し、適正な雇用環境の確保を推進する。 

 

３．事業者団体及び育成就労実施者は、育成就労制度の意義を理解し、育成就労外国人受

入れの前提として、生産性向上のための取組や国内人材の確保のための取組（処遇改善

や安全衛生対策を含む。）を推進する。 

 

４．事業者団体及び育成就労実施者は、育成就労外国人との相互理解を深め、それぞれの

文化や慣習を尊重し、飲食料品製造業及び外食業の健全な発展や、地域における共生社

会の実現に貢献する。 

 

５．事業者団体及び育成就労実施者は、悪質な仲介事業者（ブローカー）及び反社会的勢

力との関係遮断を徹底する。 

 

６．育成就労実施者は、育成就労制度への理解を深め、育成就労外国人が法令や社会生活

上のルール等を遵守して本邦に在留できるよう指導、相談対応及び助言を行う。この

際、「やさしい日本語」を用いるなど、育成就労外国人と適切なコミュニケーションを

図るように努める。 

 

７．育成就労実施者は、自ら納付すべき公租公課を適切に支払うとともに、育成就労外国

人が納付すべき公租公課を適切に支払うよう指導する。 

 

８．育成就労実施者は、育成就労外国人が外国人であることを理由として差別的な取扱い

を受けない就労環境を確保する。 

 

９．育成就労実施者は、暴力、暴言、いじめ及びハラスメントがない就労環境を確保する。 



 

10．育成就労実施者は、育成就労外国人に対し、雇用期間や技能の習熟等に応じて昇給を

行うこと等により、適切な処遇を確保する。 

 

11．育成就労実施者は、労働安全衛生の重要性を理解し、文化及び言語が異なる育成就労

外国人の背景事情を踏まえた適切な労働安全衛生教育及び労働安全衛生管理を行うこと

により、労働災害の防止に努める。 

 

12．育成就労実施者は、育成就労計画に沿って計画的な育成・評価を行うとともに、農林

水産省が関係業界等と協働して策定する育成・キャリア形成プログラムを参照し、技能

修得や資格取得を促すなど、育成就労外国人が適切にキャリアアップできるように努め

る。 

 

13．事業者団体及び育成就労実施者は、人材育成上の懸念の解消に努めるなど、飲食料品

製造業分野及び外食業分野において転籍制限期間１年を目指すための取組に協力する。 

 

14．育成就労実施者は、転籍制限期間を１年とする場合を除き、在籍する育成就労外国人

の所定内賃金を 1 年目から 2 年目にかけて、本協議会において定める昇給率以上の割合

によって昇給させる。 

 

15. 育成就労実施者は、育成就労外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して

就労することとならないようにするため、本協議会が行う取組に協力する。 

 

16．育成就労実施者は、本協議会の構成員資格に係る基準に適合しないこととなったとき

は、その旨を本協議会に報告する。 

 

17．事業者団体及び育成就労実施者は、規約若しくは入会規程又は本行動規範に違反する

事案を把握したときは、必要な措置を講じるとともに、当該事案について本協議会に報

告する。 

 

18．事業者団体及び育成就労実施者は、食品産業育成就労協議会運営委員会において協議

が調った事項に関する措置を講ずる。 

 

19．事業者団体及び育成就労実施者は、食品産業育成就労協議会（食品産業育成就労協議

会から委託を受けた者を含む。）に対し、必要な協力を行う。 

 

20．事業者団体及び育成就労実施者は、飲食料品製造業分野及び外食業分野における育成就

労外国人の受入れに関し、農林水産省（農林水産省から委託を受けた者を含む。）が行う

調査、指導、情報の収集、意見の聴取その他の業務に対して必要な協力を行う。 



 

食品産業特定技能協議会規約 新旧対照表（案） 

改正後 現行 

食品産業特定技能協議会規約 

 

平成 31年３月 29日 

（令和３年８月 16日一部改正） 

（令和７年５月 30日一部改正） 

（令和８年○月○日一部改正） 

運営委員会決定 

（名称） 

第１条 出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の基準を定める省令及

び特定技能雇用契約及び一号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令

の規定に基づき飲食料品製造業分野に特有の事情に鑑みて定める基準（平成31

年３月 15 日付け農林水産省告示第 526 号）第３条第１号に規定する「飲食料

品製造業分野における特定技能外国人の受入れに関する協議会」及び出入国管

理及び難民認定法第七条第一項第二号の基準を定める省令及び特定技能雇用

契約及び一号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令の規定に基づき

外食業分野に特有の事情に鑑みて定める基準（平成 31 年３月 15 日付け農林

水産省告示第 527号）第２条第４号に規定する「外食業分野における特定技能

外国人の受入れに関する協議会」の名称は、食品産業特定技能協議会（以下「協

議会」という。）とする。 

 

（目的） 

第２条 （略） 

 

（活動内容） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。 

食品産業特定技能協議会規約 

 

平成 31年３月 29日 

（令和３年８月 16日一部改正） 

（令和７年５月 30日一部改正） 

運営委員会決定 

 

（名称） 

第１条 出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の基準を定める省令

（平成２年法務省令第 16号）の表の法別表第一の二の表の特定技能の項の下

欄第一号に掲げる活動の項の下欄第六号及び特定技能雇用契約及び一号特定

技能外国人支援計画の基準等を定める省令（平成 31年法務省令第５号）第２

条第１項第 13号及び第２項第７号の規定に基づき定める飲食料品製造業分野

に特有の事情に鑑みて定める基準（平成 31 年３月 15 日付け農林水産省告示

第 526 号）第３条に規定する「飲食料品製造業分野における特定技能外国人

の受入れに関する協議会」及び外食業分野に特有の事情に鑑みて定める基準

（平成 31 年３月 15 日付け農林水産省告示第 527 号）第２条に規定する「外

食業分野における特定技能外国人の受入れに関する協議会」の名称は、食品産

業特定技能協議会（以下「協議会」という。）とする。 

 

（目的） 

第２条 （略） 

 

（活動内容） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。 

資料３－１ 



 

改正後 現行 

一 （略） 

二 特定技能外国人の受入れに係る人権上の問題等への対応策の検討 

三～八 （略） 

九 特定技能外国人及び特定技能所属機関に対する、公租公課の納入に係る

啓発 

十 その他受入れの円滑かつ適正な実施のために必要な情報、課題等の共有・

協議等 

 

（構成員） 

第４条 協議会は、次に掲げる構成員をもって組織する。 

一～六 （略） 

七  出入国在留管理庁 

八～十四 （略） 

２ 前項第一号に掲げる構成員は、特定技能外国人の円滑かつ適正な受入れの

実現に向けた行動規範を遵守する旨の誓約書（別紙様式）を協議会に提出す

る。 

３、４ （略） 

 

（会長） 

第５条 （略） 

 

（副会長） 

第６条 （略） 

 

（運営委員会）  

第７条 （略） 

２、３ （略） 

４ 運営委員会は、第４条第１項に掲げる者のうち、会長が指名する者（以下「運

営委員」という。）をもって構成し、協議会が定める事項について審議し、及

び決定する。 

５～10 （略） 

一 （略）  

二 特定技能外国人の受入れに係る人権上の問題等への対応  

三～八 （略）  

 

 

九 受入れの円滑かつ適正な実施のために必要なその他の情報、課題等の共

有・協議等 

 

（構成員）  

第４条 協議会は、次に掲げる構成員をもって組織する。  

一～六  （略） 

七    法務省 

八～十四 （略） 

２ 前項第一号に掲げる構成員は、特定技能雇用契約に係る届出書の写しを協

議会に提出する（契約を変更した場合も同様とする。）。  

 

３、４ （略） 

 

（会長） 

第５条 （略） 

 

（副会長） 

第６条 （略） 

 

（運営委員会）  

第７条 （略） 

２、３ （略） 

４ 運営委員会は、第４条第１項に掲げる者のうち、会長が指名する者をもって

構成し、協議会が定める事項について審議し、及び決定する。 

 

５～10 （略） 



 

改正後 現行 

（部会） 

第８条 協議会に、次の表の左欄に掲げる部会を置き、これらの部会の所掌事務

は、同表の中欄に掲げるとおりとする。また、部会に部会長を置き、当該部会

長は同表の右欄に掲げる者とする。 

 

名称 所掌事務 部会長 

飲食料品製造

業部会 

１ 第３条に規定する活動のうち、専ら飲

食料品製造業に係る事項に関する各種活

動 

２ １の活動で得られた事実、決定事項に

ついての協議会への上申 

大臣官房新事

業・食品産業

部長 

外食業部会 １ 第３条に規定する活動のうち、専ら外

食業に係る事項に関する各種活動 

２ １の活動で得られた事実、決定事項に

ついての協議会への上申 

大臣官房新事

業・食品産業

部長 

 

（部会）  

第８条 協議会に、次の表の左欄に掲げる部会を置き、これらの部会の所掌事務 

は、協議会の所掌事務のうち、同表の中欄に掲げるとおりとする。また、部会

に部会長を置き、当該部会長は同表の右欄に掲げる者とする。 

 

名称 所掌事務 部会長 

飲食料品製造

業部会 

１ 第３条に規定する活動のうち、専ら飲食

料品製造業に係る事項に関する各種活動 

２ １の活動で得られた事実、決定事項につ

いての協議会への上申 

大臣官房新事

業・食品産業

部長 

外食業部会 １  第３条に規定する活動のうち、専ら外食

業に係る事項に関する各種活動 

２ １の活動で得られた事実、決定事項につ

いての協議会への上申 

大臣官房審議 

官（兼輸出・ 

国際局・新事 

業・食品産 

業） 

 

 

２～８ （略） 

 

（分科会） 

第９条 飲食料品製造業部会に、次の表の左欄に掲げる水産加工分科会、外食

業部会に、次の表の左欄に掲げる対象旅館等分科会を置く。これらの分科会

の所掌事務は、同表の中欄に掲げるとおりとする。また、各分科会に分科会

長を置き、当該分科会長は同表の右欄に掲げる者とする。 

 

 

 

 

 

２～８ （略） 

 

（分科会）  

第９条 飲食料品製造業部会に、次の表の左欄に掲げる水産加工分科会、外食

業部会に、次の表の左欄に掲げる対象旅館等分科会を置く。これらの分科会

の所掌事務は、それぞれの部会の所掌事務のうち、同表の中欄に掲げるとお

りとする。また、各分科会に分科会長を置き、当該分科会長は同表の右欄に

掲げる者とする。 

 



 

改正後 現行 

 

名称 所掌事務 分科会長 

水産加工分科会 １ 前条の表に規定する飲食料品製造業部

会の活動のうち、水産加工業特有の事情を

勘案した地方の水産加工業から大都市に

ある他の水産加工業への移動を防ぐため

の各種活動 

２ １の活動で得られた事実に基づく、改善に

関する飲食料品製造業部会への上申 

 

水 産 庁 

漁政部長 

対象旅館等分科

会 

１ 前条の表に規定する外食業部会の活動の

うち、風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律（昭和23年法律第122号）

第２条第３項に規定する接待を防ぐための

以下の活動 

① 宿泊業界の接待防止マニュアルの作成 

② 特定技能所属機関への各種法令及び誓約

内容遵守の周知  

 

 

③ 法令・誓約書等に違反した場合の対応等 

２ １の活動で得られた事実に基づく、改善・

除名に関する外食業部会への上申 

大臣官房

新事業・

食品産業

部長 

 

 

名称 所掌事務 分科会長 

水産加工分科会 １ 前条の表に規定する飲食料品製造業部

会の活動のうち、水産加工業特有の事情を

勘案した水産加工業から大都市にある他

の飲食料品製造業への移動を防ぐための

各種活動  

２ １の活動で得られた事実に基づく、改善に

関する飲食料品製造業部会への上申 

水 産 庁 

漁政部長 

対象旅館等分科

会 

１ 前条の表に規定する外食業部会の活動の

うち、風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律（昭和23年法律第122号）第

２条第３項に規定する接待を防ぐための以

下の活動 

① 宿泊業界の接待防止マニュアルの作成 

② 特定技能所属機関への各種法令及び誓約

内容遵守の周知  

③ 人手不足の状況及び経済情勢の変化に関

する情報の把握・分析 

④ 法令・誓約書等に違反した場合の対応等 

２ １の活動で得られた事実に基づく、改善・

除名に関する外食業部会への上申 

大臣官房

新事業・

食品産業

部長 

 



 

改正後 現行 

２～５（略） 

６ 部会は、部会長が認める場合には、分科会の議決をもって部会の議決とす

ることができる。 

７ （略） 

 

（事務局） 

第１０条 （略） 

 

（議事の公開等） 

第１１条 （略） 

 

（規約等の変更） 

第１２条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２～５（略）  

６ 分科会は、部会長が認める場合には、分科会の議決をもって部会の議決と

することができる。  

７ （略） 

 

（事務局） 

第１０条 （略） 

 

（議事の公開等） 

第１１条 （略） 

 

（規約等の変更） 

第１２条 （略） 

 

 

 



 

 

改正後 現行 
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 食品産業特定技能協議会入会規程 新旧対照表（案） 

改正後 現行 

食品産業特定技能協議会入会規程 

 

平成 31年３月 29日運営委員会決定 

令和６年７月 23日一部改正 

令和７年５月 30日一部改正 

令和８年○月○日一部改正 

（入会基準） 

第１条 （略） 

 

（加入手続き） 

第２条 飲食料品製造業分野又は外食業分野における特定技能雇用契

約の相手方となる本邦の公私の機関（以下「受入機関」という。）は協

議会の構成員になるため、農振水産省のホームページ内の申込みフォ

ームに必要事項を記入の上、協議会事務局に入会の申込みを行うもの

とする。 

２～４ （略） 

（資格確認） 

第３条 協議会事務局は、受入機関又は登録支援機関からの前条の申込

みを受けた場合には、特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関す

る運用要領において定める「飲食料品製造業分野における特定技能外

国人の受入れに関する誓約書（分野参考様式第１３－１号又は１３－

２号）の写し」又は「外食業分野における特定技能外国人の受入れに

関する誓約書（分野参考様式１４－１号又は１４－２）の写し」及び 

食品産業特定技能協議会入会規程 

 

平成 31年３月 29日運営委員会決定 

令和６年７月 23日一部改正 

令和７年５月 30日一部改正 

 

（入会基準） 

第１条（略） 

 

（加入手続き） 

第２条 飲食料品製造業分野又は外食業分野における特定技能雇用契

約の相手方となる本邦の公私の機関（以下「受入機関」という。）は協議

会の構成員になるため、農振水産省のホームページ内の申込みフォーム

に必要事項を記入の上、入会の申込みを行うものとする。 

 

２～４ （略） 

（資格確認） 

第３条 受入機関又は登録支援機関からの前条の申込みを受けた場合

には、事務局は、必要に応じて、「特定技能雇用契約に係る届出書の写

し」、「飲食料品製造業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓

約書の写し」又は「外食業分野における特定技能外国人の受入れに関す

る誓約書の写し」その他必要な書類の提出を受け、当該申込みを行った

者が協議会の構成員であることの要件を満たすことを確認する。 

資料３－２ 
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改正後 現行 

規約第４条第２項に定める「特定技能外国人の円滑かつ適正な受入れ

の実現に向けた行動規範を遵守する旨の誓約書」その他必要な書類の

提出を受け、当該申込みを行った者が協議会の構成員であることの要

件を満たすことを確認する。 

２ 協議会事務局は、協議会の構成員であることの要件を満たすことが

確認された場合には、規約第４条第３項の承認を得たものとして、当

該申込みを行った者が協議会の構成員であることの証明書を発行す

る。 

 

（証明書の再交付） 

第４条 （略） 

２ 協議会事務局は、前項の再交付申請を行った者が協議会の構成員で

あることを確認した場合には、当該申請を行った者に対し、協議会の

構成員であることの証明書を再発行する。 

 

（変更手続） 

第５条 第２条の入会の申込みに係る内容に変更が生じた場合には、構

成員は、すみやかに変更届け出書を事務局へ送付する。 

２、３（略） 

 

（退会手続） 

第６条 構成員は、飲食料品製造業分野又は外食業分野における特定技

能所属機関でなくなり、当該分野における特定技能外国人の受入れ予

定がない場合は、退会届出書を事務局へ送付するとともに、証明書を 

 

 

 

 

２ 協議会の構成員であることの要件を満たすことが確認された場合

には、事務局は当該申込みを行った者が協議会の構成員であることの

証明書を発行する。 

 

 

（証明書の再交付） 

第４条 （略） 

 

 

 

 

（変更手続） 

第５条 第２条の入会の申込みに係る内容に変更が生じた場合には、構

成員は、変更届け出書を事務局へ送付する。 

２、３（略） 

 

（退会手続） 

第６条 構成員は、飲食料品製造業分野又は外食業分野における特定技

能所属機関でなくなり、当該分野における特定技能外国人の受入れ予

定がない場合は、退会届出書を事務局へ送付するとともに、証明書を 
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改正後 現行 

破棄する。 

２ （略） 

３ 前項において、協議会を退会したものとみなされた構成員が、前条

の変更届出を行い、又は連絡が取れる状況になったときは、協議会事

務局は、協議会の構成員としての地位を回復させることができる。 

 

（除名） 

第７条 協議会は、協議会の構成員である特定技能所属機関又は登録支

援機関が次の各号のいずれかに該当するときは、当該機関を構成員か

ら除名することができる。 

一～三 （略） 

四 協議会において協議が調った事項に関する措置を講じなかった

とき 

２、３ （略） 

 

（報告） 

第８条 （略） 

 

附 則 

本規程は、平成 31 年４月１日から施行する。 

附 則 

本規程は、令和７年５月 30日から施行する。 

附 則 

本規定は、令和８年○月○日から施行する。 

 

返却する。 

２ （略） 

 

 

 

 

（除名） 

第７条 協議会は、協議会の構成員である特定技能所属機関又は登録支

援機関が次の各号のいずれかに該当するときは、当該機関を構成員か

ら除名することができる。 

一～三 （略） 

 

 

２、３ （略） 

 

（報告） 

第８条 （略） 

 

附 則 

本規程は、平成 31 年４月１日から施行する。 

附 則 

本規程は、令和７年５月 30日から施行する。 

 

 

 

 



育成・キャリア形成プログラムについて

○政府の有識者会議の最終報告書（※）において、技能実習制度の見直しに当たっては、技能・知識を段階
的に向上させその結果を客観的に確認できる仕組みを設けることでキャリアパスを明確化し、特定技能
制度への円滑な移行を図ることとされた。（※R5.11.30技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議最終報告書）

○分野別運用方針において以下を規定。
・分野ごとに農林水産省が関係業界等と協働して育成就労、特定技能１号及び特定技能２号に係る「育
成・キャリア形成プログラム」を策定すること及びその基本的な要件。

・特定技能所属機関及び育成就労実施者は、キャリアアッププランのイメージをあらかじめ設定し、雇
用契約を締結する前に、特定技能外国人及び育成就労外国人に対し書面を交付して説明すること。
（※外食業分野においては特定技能のみ義務付け）

（１）・各レベルの業務内容及び習熟の目安となる年数
・レベルアップするときに必要な経験・実績、資格・検定など
を含む特定技能制度及び育成就労制度を通貫したものとすること。

（２）特定技能外国人又は育成就労外国人が、自身のキャリアを俯瞰し、技能等の
向上・育成を予見できるものとすること。

（３）関係業界、特定技能所属機関、育成就労実施者等において、受け入れる外国
人への計画的かつ的確な育成・評価等を行うための指針とすること。

育成・キャリア形成プログラムの基本的な要件

資料４

1



【飲食料品製造業分野】育成・キャリア形成プログラム

講習受講・
資格取得

日本語
能力水準

その他
（フォローアッ
プや意欲向上策

等）

来
日

特
定
技
能

１
号
移
行

特
定
技
能

２
号
移
行

育成就労 (１～３年目) 特定技能１号 (４～８年目)

１年目

特定技能２号 (９年目～)

２年目

マネジメント
経験

安全・衛生教育

凡例 技能の修得・向上に資するもの フォローアップや意欲向上策

在留資格の移行に係る要件

その他必要に応じて適宜受講・取得するもの

黄
色

赤
色

青
色

その他業務上必要な作業に係る教育・技能講習

Ａ１相当以上 Ａ２．２相当以上 Ｂ１相当以上

技能検定
基礎級

技能検定３級 技能検定２級

３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目～

・留学から特定技能１号への移行
・育成就労を経ずに特定技能１号で入国 等

《育成就労計画》

キャリア
ステップ
の概要

工程を管理する者としての就労日数
（２年以上）

技能修得状況や学習の理解度等に係る定期的なフォローアップ

特定技能２号評価試験

定期面談等の機会にキャリアアップに係る相談対応

《１号特定技能外国人支援計画》

食品衛生責任者／食品衛生管理者資格

緑
色

育成就労
評価試験 
初級

育成就労評価試験
専門級

技能検定１級

育成就労評価
試験テキスト

特定技能１号試験テキスト 特定技能２号試験学習用テキスト



育成・キャリア形成のイメージ（飲食料品製造業務区分）

在留資格 目指すレベル
（求められる役割・作業）

必要な技能・知識・資格とそのための研修・講習

専門技能 日本語能力水準 マネジメント経験 その他

育成就労

基礎的な技能を修得
し、上長からの指示があ
れば現場で単独でも働
けるようになる。
特定技能１号への移

行を目指す。

就労中の取組：
（１年目）
技能検定基礎級
育成就労評価試験初級

（３年目）
技能検定３級
育成就労評価試験専門級
※育成就労初級試験テキス
ト
※特定技能１号試験学習
用テキスト

就労開始までに必須：
日本語教育の参照枠A1
相当以上又はそれに相当
する日本語講習の受講

就労中の取組：
日本語教育の参照枠
A2.2相当以上

－

労働安全・衛生教育
その他業務に関連する資格
の取得（食品衛生責任
者：９年目～）特定技能

１号

特段の育成・訓練を
受けることなく直ちに一
定程度の業務を遂行す
る。
特定技能２号への移

行を目指す。

就労開始に必須：
技能検定３級、育成就労
評価試験専門級、または特
定技能１号評価試験

就労中の取組：
特定技能２号評価試験
※特定技能２号学習用テ
キスト

就労開始に必須：
日本語教育の参照枠
A2.2相当以上

就労中の取組：日本語教
育の参照枠B1相当以上

工程を管理する者としての
就労年数：２年

特定技能
２号

自らの判断により高度
に専門的・技術的な業
務を遂行し、又は監督
者として業務を統括しつ
つ、熟練した技能で業
務を遂行する。

就労開始に必須：
特定技能2号評価試験

就労開始に必須：
日本語教育の参照枠B1
相当以上 －

3



【外食業分野】育成・キャリア形成プログラム（案）

講習受講・
資格取得

日本語
能力水準

その他
（フォローアッ
プや意欲向上策

等）

来
日

特
定
技
能
１

号
移
行

特
定
技
能
２

号
移
行

育成就労 (１～３年目) 特定技能１号 (４～８年目)

１年目

特定技能２号 (９年目～)

２年目

マネジメント
経験

安全・衛生教育

凡例 技能の修得・向上に資するもの フォローアップや意欲向上策

在留資格の移行に係る要件

その他必要に応じて適宜受講・取得するもの

黄
色

赤
色

青
色

その他業務に必要な資格の取得等
（防火管理者・食品衛生責任者）

特定技能１号評価試験

業界団体等における各種講習（例：接客、調理、マネジメント研修等）

Ａ１相当以上 Ａ２.2相当以上 Ｂ１相当以上

育成就労
評価試験
（初級）

３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目～

・留学から特定技能１号への移行
・育成就労を経ずに特定技能１号で入国 等

《育成就労計画》

キャリア
ステップ
の概要

店舗管理を補助する者としての
就労日数（２年以上）

技能修得状況や学習の理解度等に係る定期的なフォローアップ

特定技能２号評価試験

定期面談等の機会にキャリアアップに係る相談対応

《１号特定技能外国人支援計画》

緑
色

4

育成就労初級
試験学習用テ

キスト

特定技能１号試験
学習用テキスト

特定技能２号試験学習用テキスト

育成就労評価試験（専門級）



育成・キャリア形成のイメージ（外食業分野）

在留資格
目指すレベル

（求められる役
割・作業）

必要な技能・知識・資格とそのための研修・講習

専門技能
日本語能力
水準

マネジメン
ト経験

その他
経験等

育成就労

基礎的な技能を修得し、
指導責任者からの指示が
あれば飲食店等で単独で
も働けるようになる。特定
技能１号への移行を目指
す。

就労中の取組：
育成就労評価試験初級（１
年目）
育成就労評価試験専門級（3
年目）
特定技能１号評価試験（３年
目）
※育成就労初級試験学習用
テキスト
※特定技能１号試験学習用
テキスト

就労開始までに必須：日
本語教育の参照枠A1相
当以上又はそれに相当
する日本語講習の受講
就労中の取組：日本語
教育の参照枠A2.2相当
以上

 －

その他業務
に関連する
資格の取得
（防火管理
者、食品衛
生責任者：９
年目～）

特定技能１号

特段の育成・訓練を受け
ることなく直ちに飲食店等
で食品衛生に配慮した飲
食物の取扱い、調理及び
給仕に至る一連の業務を
遂行する。特定技能２号
への移行を目指す。

就労開始に必須：
育成就労評価試験専門級ま
たは特定技能１号技能測定
試験
就労中の取組：
特定技能２号評価試験
※特定技能２号試験学習用
テキスト

就労開始に必須：日本
語教育の参照枠A2.2相
当以上

就労中の取組：日本語
教育の参照枠B1相当以
上

店舗管理を補
助する者として
の就労日数（２
年以上）

特定技能２号

飲食店等で複数の従業員
を指導・監督しつつ、熟練
した技能を要する飲食物
調理、接客、店舗管理及
び店舗経営の業務を遂行
する。

就労開始に必須：
特定技能２号評価試験

就労開始に必須：日本
語教育の参照枠B1相当
以上

5



〇食品産業特定技能協議会及び食品産業育成就労協議会運営委員名簿

No. 役職 氏名 所属 役職等 部会

1 会長 河南 健 農林水産省大臣官房 総括審議官 －

飲食料品製造業部会

長

外食業部会長

3 委員 関村 静雄 農林水産省畜産局 審議官（兼畜産局）飲食料品製造業部会

4 委員 髙橋 広道 水産庁漁政部 部長
飲食料品製造業部会

水産加工分科会長

5 委員 石井 俊道 （一社）外国人食品産業技能評価機構 専務理事 －

6 委員 大角 亨 （一財）食品産業センター 専務理事 飲食料品製造業部会

7 委員 阿部 勲 （一社）日本パン工業会 専務理事 飲食料品製造業部会

8 委員 大隅 和昭 （一社）日本惣菜協会 常務理事 飲食料品製造業部会

9 委員 出倉 功一 （一社）日本冷凍食品協会 専務理事 飲食料品製造業部会

10 委員 吉井 巧 （一社）日本即席食品工業協会 専務理事 飲食料品製造業部会

11 委員 嵯峨 哲夫 （公社）日本べんとう振興協会 専務理事 飲食料品製造業部会

12 委員 鶴見 和良 全日本菓子協会 専務理事 飲食料品製造業部会

13 委員 町田 秀信 日本豆腐協会 専務理事 飲食料品製造業部会

14 委員 真野　康彦 全日本漬物協同組合連合会 専務理事 飲食料品製造業部会

15 委員 武田　淳 （公社）日本缶詰びん詰レトルト食品協会 専務理事 飲食料品製造業部会

16 委員 強谷 雅彦 日本ハム・ソーセージ工業協同組合 専務理事 飲食料品製造業部会

17 委員 伊藤　剛嗣 （一社）日本食鳥協会 専務理事 飲食料品製造業部会

18 委員 種田 典生 全国食肉センター協議会 常務理事　 飲食料品製造業部会

19 委員 竹葉 有記 全国水産加工業協同組合連合会 代表理事専務 飲食料品製造業部会

20 委員 松本 洋一 （一社）日本かまぼこ協会 専務理事 飲食料品製造業部会

21 委員 皆川 剛 （一社）日本スーパーマーケット協会 専務理事 飲食料品製造業部会

22 委員 髙橋　仁志 （一社）日本フードサービス協会 専務理事 外食業部会

23 委員 山口 宏記 （公社）日本給食サービス協会 専務理事 外食業部会

24 委員 小城 哲郎 全国飲食業生活衛生同業組合連合会 専務理事 外食業部会

25 委員 井上 泰弘 （一社）大阪外食産業協会 業務執行理事　副会長 外食業部会

26 委員 原田 健児 全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会 事務局長 外食業部会

27 委員 小嶋　美之 （公社）日本メディカル給食協会 専務理事 外食業部会

28 委員 髙橋　英樹 （一社）日本飲食団体連合会 事務局長 外食業部会

29 委員 菱田 泰弘 法務省出入国在留管理庁政策課 課長 －

30 委員 杤谷　貴美 警察庁刑事局組織犯罪対策部国際捜査管理官 管理官 －

31 委員 池田 真亮 外務省領事局外国人課 課長 －

32 委員 安藤 英樹 厚生労働省職業安定局外国人雇用対策課 課長 －

33 委員 根来 恭子 観光庁旅行振興室 参事官 －

34 委員 平岡 宏一 外国人育成就労機構（技能実習機構） 総務部長 －

35 委員 池戸 重信 宮城大学 名誉教授 名誉教授 －

36 委員 樋口 公人 公益社団法人RAiAR（レイア） 代表理事 －

37 委員 入来院 重宏 キリン社会保険労務士事務所 所長 －

2 副会長 高橋 一郎 農林水産省大臣官房新事業・食品産業部 部長

参考資料１



特定技能1号外国人数（名）

令和7年12月末時点

（名）

特定技能外国人の受入れ状況①

（名） 特定技能１号外国人受け入れ数（全特定産業分野合計）

１
出⼊国在留管理庁の資料を基に農林⽔産省で作成。

20 1,621 5,950 
15,663 

29,144 
49,666 

87,471 

130,915 

173,089 

208,425 

251,594 

283,634 

333,123 

382,341 
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200,000
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参考資料２



出⼊国在留管理庁の資料を基に農林⽔産省で作成。

特定技能外国人の受入れ状況②

特定技能２号外国人受け入れ数（全特定産業分野合計） 特定技能2号外国人数（名）

２

1 8 12 37 153 

832 

3,073 

7,955 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

R4年6月末 12月末 R5年6月末 12月末 R6年6月末 12月末 R7年6月末 12月末

特定技能2号

令和7年12月末時点

（名）



0 100 607 998 1,517 1,985 3,199 5,159 8,842 13,312 
20,308 

27,759 
35,771 

特定技能外国人受⼊れ数（外食業分野）

1 557 2,094 5,764 10,450 
18,099 

29,617 
42,505 

53,282 
61,095 

70,202 74,380 
84,071 

特定技能外国人受⼊れ数（飲食料品製造分野）

飲⾷料品製造業分野及び外⾷業分野の特定技能外国人受入れ状況

■飲⾷料品製造業分野
令和７年12月末時点、93,393⼈。技能実習からの移⾏者は52,190名（約56%）。

内訳（国別・ルート別）

■外⾷業分野
令和７年12月末時点、43,869⼈。技能実習からの移⾏者は1,041名（約2%）。

出⼊国在留管理庁が公表している特定技能在留外国人数を基に農林⽔産省で作成。
グラフ内の数字には特定技能２号外国人数は含まない（特定技能１号外国人のみの数）。

内訳（国別・ルート別）

（名）

93,393名

3

（名）

43,869名



厚⽣労働省から提供されたデータをもとに農林⽔産省で作成

４

都道府県別有効求人倍率 2025年10〜12月期

※「有効求人倍率」とは、有効求職者数に対する有効求人数の割合で、倍率が１を上回れば求職者の数よりも人を探している企業数が多く、下回れば求職者の数の方が多いことを示す。
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厚⽣労働省雇⽤動向調査をもとに農林⽔産省で作成

※「⽋員率」とは、6月末現在の常⽤労働者に対する未充⾜求人数の割合をいう。数字が大きいほど不⾜を表す。2025年は1〜6月のデータを使⽤

％

雇⽤動向調査における⽋員率の推移

５

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
全産業平均 1.3 1.1 0.6 0.7 0.9 1.1 1.5 1.8 2.1 2.1 2.4 2.7 2.7 1.8 1.8 2.6 2.8 2.9 2.6
全製造業平均 1.0 1.0 0.3 0.4 0.6 0.6 0.6 0.8 1.2 1.3 1.8 1.7 1.7 1.0 1.2 1.8 1.8 2.2 2.0
食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 1.2 1.0 1.1 0.9 1.5 1.2 1.2 1.6 2.5 3.0 3.2 2.0 2.1 2.0 1.8 2.5 2.4 2.8 2.5
宿泊業、飲食サービス業 3.0 2.7 1.8 1.3 1.5 1.8 3.6 4.0 4.6 3.8 5.3 5.5 6.1 2.9 3.2 3.8 6.1 4.4 4.8



全国企業短期経済観測調査（短観）（2025年９月調査全容）をもとに農林⽔産省で作成

※雇⽤判断（DI）とは、雇⽤人員が「過剰」と答えた企業の割合から、「不⾜」と答えた企業の割合を引いた指数で、プラス（⿊字）は人員の過剰の場合を、またマイナスは不⾜を表す。

中小企業

６

日銀短観 雇⽤DIの推移 2019年3月〜2025年12月

2019年
3月 6月 9月 12月

2020年
3月 6月 9月 12月

2021年
3月 6月 ９月 12月

2022年
３月 6月 9月 12月

2023年
３月 ６月 ９月 12月

2024年
３月 ６月 ９月 12月

2025年
３月 ６月 ９月 12月

全産業平均 -39 -36 -36 -34 -31 -7 -6 -13 -15 -16 -20 -26 -28 -28 -32 -34 -36 -35 -36 -38 -38 -37 -38 -40 -39 -37 -39 -40 
全製造業平均 -31 -26 -24 -20 -16 13 14 5 -3 -7 -13 -17 -21 -19 -22 -24 -24 -21 -21 -23 -24 -23 -23 -24 -24 -23 -25 -27 
⾷料品製造業 -38 -35 -34 -33 -27 3 -4 -8 -2 -9 -13 -20 -24 -27 -24 -30 -25 -24 -29 -34 -36 -36 -34 -36 -32 -26 -30 -32 
宿泊・飲⾷サービス -66 -63 -61 -64 -26 21 20 -10 19 17 13 -27 -8 -34 -43 -59 -61 -61 -62 -68 -62 -59 -62 -61 -53 -56 -61 -57 
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